
商品先物取引法施行規則改正による不招請勧誘禁止の緩和に反対する会長声明 

 

１ 経済産業省及び農林水産省は，2014 年 4 月 5 日，商品先物取引法施行規則

の改正案（以下「本改正案」という。）を公表し，これをパブリックコメン

トに付した。本改正案は，商品先物取引法施行規則第 102 条の 2 を改正する

ことにより，ハイリスク取引経験者に対する勧誘及び熟慮期間等を設定した

契約の勧誘（顧客が 70 歳未満である場合で，基本契約から 7日を経過し，か

つ，取引金額が証拠金の額を上回るおそれのあること等についての顧客の理

解度を確認した場合に限る。）を不招請勧誘（顧客の要請によらない訪問・

電話勧誘）禁止の適用除外として，不招請勧誘禁止規制を緩和しようとする

ものである。 

２ しかし，そもそも商品先物取引についての不招請勧誘禁止規制は，悪質な

商品先物取引業者が，不意打ち的な勧誘や執拗な勧誘により，顧客の本来の

意図に反した取引に引き込み，多くの被害を生んできたという歴史的事実を

踏まえ，2011 年 1 月施行の商品先物取引法により，ようやく実現したもので

ある。 そして，商品先物取引についての不招請勧誘禁止規制の導入以降，商

品先物取引に関する相談や被害件数は著しく減少しており，不招請勧誘禁止

が被害を防止する有効な方策であることは明らかとなっている。  

また，経済産業省産業構造審議会商品先物分科会は，2012 年８月に「産業

構造審議会商品先物取引分科会報告書」を公表し，そこでは「同規制の施行

後１年半ほどしか経過しておらず，引き続き相談被害の実態を見守りつつ，

できる限り効果分析を試みていくべき」として，当面，規制を維持すること

が確認されるとともに，「将来において，不招請勧誘の禁止対象の見直しを

検討する前提として，実態として消費者・委託者保護の徹底が定着したと見

られ，不招請勧誘の禁止以外の規制措置により再び被害が拡大する可能性が

少ないと考えられるなどの状況を見極めることが適当である」とされたので

ある。 

さらに，内閣府消費者委員会は，2013 年 11 月 12 日付け意見書において，

「不招請勧誘禁止規制の存在によって市場の活性化が阻害されるとはいえな

いことが明らかである」と分析しており，改正積極論者が主張するところの

市場活性化対策は不招請勧誘禁止規制を緩和する理由にはならないというべ

きである。かかる不招請勧誘禁止規定の導入経緯やその後の状況，上記産業



構造審議会商品先物分科会の取り纏め内容等からすれば，規制から僅か３年

しか経過しておらず，他の有効な規制措置により再び被害が拡大する可能性

が少ないともいえない現時点において，不招請勧誘禁止規制を安易に緩和す

ることは不当であり，到底認められない。 

３ 特に，70 歳未満の個人顧客に対し，7 日の熟慮期間を設け，取引のリスク

性に対する理解度の確認さえ行えば，不招請勧誘禁止の例外として認めると

の本改正案は，極めて問題である。 

熟慮期間を設けた契約は，かつての海外商品市場における先物取引の受託

等に関する法律に類似規定が設けられていたが，顧客保護のために全く機能

しなかった現実があることを考えると，70 歳未満の個人顧客に対する商品先

物取引の不招請勧誘を全面的に解禁するに等しい結果につながるものといわ

ざるを得ない。 

なお，本改正案では，70 歳以上の場合は不招請勧誘では契約できないとし

てはあるものの，商品先物取引業者が 70 歳以上の顧客に対して，勧誘目的で

電話又は訪問すること自体を禁止するという規定の仕方を取っておらず，勧

誘目的で電話又は訪問を行い，当該顧客が 70 歳以上であった場合には，当該

顧客から申出があったことにさせて，商品先物取引を開始させるといった潜

脱行為が行われることは，容易に予想されるところである。 

４ また，本改正案は省令の改正であるところ，商品先物取引法施行規則で不

招請勧誘禁止の適用除外とできるのは，その勧誘が「委託者等の保護に欠け，

又は取引の公正を害するおそれのない」場合に限られている（商品先物取引

法第 214 条第 9号括弧書き）。  

しかしながら，今回の熟慮期間の設定，理解度の書面による確認のいずれ

もが，上記のように，過去の経験に照らし顧客等を保護するのに実効性がな

いものである以上，本改正案において解禁される不招請勧誘は，「委託者の

保護に欠け，又は取引の公正を害するおそれがない」ものとはいえず，商品

先物取引法による委任の範囲を逸脱した違法なものといわざるを得ない。 

５ よって，当会は，商品先物取引法施行規則改正による不招請勧誘禁止の緩

和に強く反対する。 
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